
【物価高騰等に係る支援策（令和7年度）】

　物価高騰等により影響を受けている個人の方や世帯を対象に、国、県及び本市独自の支援策を

実施してきました。

１　出産・子育て応援給付金
　(1)　対象者

　　　 妊娠届出を出した妊婦、出生した児童の養育者　

　(2)　内容

　 　　妊婦・子育て世帯に対し、出産育児関連品等購入に係る費用を助成する。

　　　 妊娠届出を出した妊婦に出産応援給付金５万円、児童１人当たり子育て応援給付金５万円

　　 を支給。

　 　

　(3)　事業開始

　　　 令和５年２月１日

　

(4)　助成状況

年度 給付件数(件) 給付額(千円)

令和４年度 892 69,900

令和５年度 1,262 65,950

令和６年度 1,069 53,600

令和７年度 116 5,800

２ 子育て世帯学校給食費等臨時支援給付金
　(1)内容

　　 ○対象者

　　　 以下の対象児童を養育している保護者等

　　　 ①令和６年１月１日時点で会津若松市に住民登録がある、平成20年４月２日から令和６年

１月１日までに生まれた児童

　　　 ②令和６年１月２日から令和６年３月31日までに会津若松市に住民登録した、平成20年

４月２日から令和６年３月31日までに生まれた児童

　　　 ③令和６年４月１日に生まれ、出生による住民登録を会津若松市に行った児童

　　　○支給額：児童１人あたり１万３千円

　(2)申請期間

　 　○令和６年２月１日～ 令和６年４月30日

　(3)支給の状況

区　分 給付件数（件） 給付額（千円）

令和５年度

　義務教育課程の児童生徒（10款） 8,502 110,526

　未就学の児童（３款） 5,051 65,663

令和６年度

　義務教育課程の児童生徒（10款） 25 325

　未就学の児童（３款） 85 1,105
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３　低所得・子育て世帯追加支援給付金（令和５年度）

　(1)　対象世帯・給付額

　 　①  10万円の給付金

　　 　　令和５年度住民税均等割のみ課税世帯

　 　②　18歳以下の児童に対する５万円の加算（こども加算）

　　　 ・　令和５年度住民税非課税世帯

　　　 ・　令和５年度住民税均等割のみ課税世帯

　　　　　 ※　①、②ともに、別世帯の住民税均等割が課税されている者の、税法上の扶養親族等

　　　　　　 のみで構成される世帯は対象外

　         ※　①について、家計急変世帯として低所得世帯支援臨時給付金（３万円）を受給さ

             れた世帯の給付額は７万円

　　　　　 ※　こども加算については基準日以降に出生した新生児も対象（当該申請期限までに

　　　　　　 申請が間に合う新生児分がこども加算の対象）

　(2)　時期

　　　 令和６年２月９日～５月31日

　(3)　状況　　　　　　     　　　　　　　　　　　　　　　

区分 給付件数（世帯） 給付額（千円）

　①10万円の給付金 2,551 254,260

　②こども加算 1,012  90,650

４　低所得・子育て世帯追加支援給付金（令和６年度）

　(1)　対象世帯・給付額

　 　①  10万円の給付金

　　 　　令和６年度において新たに住民税非課税又は均等割のみ課税となる世帯

　　 ②　18歳以下の児童に対する５万円の加算（こども加算）

　　 　　①の世帯に属する18歳以下の児童

　　　　 ※　令和５年度に実施した「低所得世帯支援臨時給付金（７万円）」及び「低所得・子育

　　　　　 て世帯追加支援給付金」の支給対象となった世帯は対象外

　　　　 ※　①、②ともに、別世帯の住民税均等割が課税されている者の、税法上の扶養親族等の

　　　　　 みで構成される世帯は対象外

         ※　こども加算については基準日以降に出生した新生児も対象（当該申請期限までに申

　　　　　 請が間に合う新生児分がこども加算の対象）

　(2)　時期

　　　 令和６年７月１日～10月 31日

　(3)　状況　　　　　　     　　　　　　　　　　　　　　　

区分 給付件数（世帯） 給付額（千円）

　①10万円の給付金 1,592 159,200

　②こども加算   162  14,500
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５　住民税非課税・子育て世帯支援臨時給付金

　(1)　対象世帯・給付額

　 　①  ３万円の給付金

　　 　　令和６年度の住民税均等割が非課税である世帯

　　 ②　18歳以下の児童に対する２万円の加算（こども加算）

　　 　　①の世帯に属する18歳以下の児童

　　　　 ※　①、②ともに、別世帯の住民税均等割が課税されている者の、税法上の扶養親族等の

　　　　　 みで構成される世帯は対象外

         ※　こども加算については基準日以降に出生した新生児も対象（当該申請期限までに申

　　　　　 請が間に合う新生児分がこども加算の対象）

　(2)　時期

　　　 令和７年２月３日～５月31日

　(3)　状況　　　　　　     　　　　　　　　　　　　　　

年度 区分 給付件数（世帯） 給付額（千円）

令和６年度
　①３万円の給付金 12,348　　 370,440　　

　②こども加算 719　　 25,040　　

令和７年度
　①３万円の給付金 243　　 7,290　　

　②こども加算 18　　 660　　

６　住民税非課税世帯支援光熱費助成金

　(1)　対象

　　   令和６年度の住民税均等割が非課税である世帯

　　　 ※　住民税非課税・子育て世帯支援臨時給付金を受給した世帯に追加助成

　(2)　助成額

　　　 １世帯あたり６千円（１回のみ）

　

　(3)　時期

　　　 令和７年２月３日～５月31日

  (4)　状況

年度 助成件数（世帯） 助成額（千円）

令和６年度 12,348　　　 74,088　　

令和７年度 243　　　 1,458　　
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７　妊婦のための支援給付金
　(1)　対象者

　　　 妊娠の事実が確認された妊婦　

　(2)　内容

　 　　妊婦に対し、出産育児関連品等購入に係る費用を助成する。

       妊婦であることの認定後に5万円、妊娠したこどもの数×5万円を支給。

　

　(3)　事業開始

　　　 令和７年４月１日

　

　(4)　助成状況

年度 給付件数(件) 給付額(千円)

令和７年度 1,004 50,200

８　物価高対応子育て応援手当

　(1)内容

　　 ○対象者

　　　 以下の対象児童を養育している保護者等

　　　 ①令和７年９月分（令和７年９月に出生した児童の場合は令和７年10月分）の児童手当支

給対象児童

　　　 ②令和７年10月１日から令和８年３月31日までの間に出生した児童 

　　 ○支給額：児童１人あたり２万円

　(2)申請期間

　 　○令和８年２月２日～ 令和８年６月１日

　(3)支給の状況

年度 支給件数（件） 支給額（千円）

令和７年度 8,613 297,480
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